
いじめ防止等対策の取り組みについて 八戸工業高等専門学校

点検項目 令和５年度の取組に対する自己評価 改善のための措置 改善時期

1
機構のいじめ防止等対策ポリシー1条に規定されている「い
じめ」の定義について、全教職員の共通理解を図り、いじめ
の認知が確実に行われるよう意識啓発を行った。

いじめの定義も明記された本校のいじめ防止等基
本計画、いじめ防止プログラム、いじめ早期発
見・事案対処マニュアル、事案対処の流れ図、委
員会規則等の資料一式を５月の教員会議資料とし
て配布し周知した。

引き続き、いじめの定義を定めた
本校のいじめ防止等基本計画等を
配布し常に確認できる体制を継続
するとともに、学内会議及び新任
教員研修で教職員に周知し意識啓
発を図る。

ー

2
定期的（2ヶ月に1度）に「学校いじめ対策委員会」を開催
し、いじめやいじめの疑いのある事例について情報共有した
り、各事例への対応方針を協議したりした。

学生へのいじめアンケートの回答を基に、いじめ
対策委員会を開催して情報を共有した。いじめ疑
い事例については臨時開催の委員会で対応方針等
を協議している。

引き続き、定期的にいじめ対策委
員会を開催し情報共有や協議を行
う

ー

3
機構のいじめ防止等ガイドラインに基づき、教職員に対し年
1回以上のいじめに関する研修を企画し、実施している。

機構本部の協力を得て教員基礎研修教材を使用し
て、いじめ防止に関するオンライン研修を実施し
た。

引き続き、年に１回以上の資質向
上研修を実施する。

ー

4
学校がいじめの防止等の対策を組織的に推進することができ
るために、「学校いじめ対策委員会」が行う職務内容を定め
て、全教職員に周知した。

いじめ防止等基本計画、いじめ防止プログラム、
いじめ早期発見・事案対処マニュアル、事案対処
の流れ図、委員会規則等の資料一式を５月の教員
会議資料として配布し周知した。

引き続き、年度当初の時期に周知
を図る。

ー

5
いじめの未然防止や早期発見のための取組について、「学校
いじめ対策委員会」が年間計画（学校いじめ防止プログラ
ム）を策定して全教職員に周知した。

学校いじめ防止プログラムを５月の教員会議資料
として配布し周知した。

引き続き年度当初の時期に周知を
図るとともに、本校ホームページ
への掲載を継続する。

ー

6
いじめの問題を一人で抱え込むことがないようにするため
に、教職員が学生の気になる様子を把握した場合に、「学校
いじめ対策委員会」へ報告することを徹底した。

学級担任等からの情報は、委員会の窓口である学
生主事に集約することを事案発生時のフロー図に
示して周知している。また相談室や保健室が積極
的に関わり、担任等が一人で抱え込むことが無い
ように働きかけるとともに、気になる情報につい
ては即時に関係教職員のグループメールを立ち上
げて情報共有する仕組みとしている。

引き続き、事案対応フロー図を周
知しつつ相談室や保健室、学寮な
どの関係部署と積極的な連携を図
り、担任等が一人で抱え込むこと
が無いように働きかける。

ー

7

機構のいじめ防止等対策ポリシー第16に規定されている「重
大事態」の定義について、全教職員に周知しているととも
に、重大事態に関する「事実関係を把握するための調査」の
実施に当たっての「学校いじめ対策委員会」の役割を定めて
いる。

重大事態の定義および重大事態への対応を基本計
画及び事案発生時のフロー図に記載し教職員へ周
知している。事実関係を把握するるための調査に
ついては、機構からの助言を受けながら調査対策
部会が中心となって実施に当たることとしてい
る。

引き続き、年度当初に資料を配布
し周知を行う。

ー

8
いじめの事案について、学生の実態や指導の経過等の情報が
関係教職員で共有できるようになっている

事案ごとにケース会議を開催しているほか、校内
メールを利用して関係者間で情報を共有してい
る。

引き続き、ケース会議の開催や校
内メールによる情報共有を行う。

ー

9

令和５年度の取組みに対し、学校いじめ防止等基本計画、学
校いじめ防止プログラム、早期発見・事案対処のマニュアル
が実効性のあるものとなっているかを検証し、令和６年度の
実施計画に反映しているか

本校独自の自己点検・評価を行い、改善が望まれ
る点を抽出している。これを令和6年度の実施計画
に反映すべく取り組んでいる。

令和5年度に実施した自己点検・
評価結果を反映し、いじめ防止プ
ログラムの更新、およびいじめア
ンケート等の学生通知メールの発
出確認体制の整備を行った。

令和6年5月実施済

10
学生を対象に、いじめを把握するためのアンケートを定期的
に（年４回以上）実施するとともに、その内容を「学校いじ
め対策委員会」等、教職員間で共有できるようにした。

全学生を対象として、いじめに関するアンケート
を４回実施した。このうち３回はFormsを利用
し、１回は特活等において学級担任からアンケー
ト用紙を配付してその場で回答させる方式で行っ
た。結果を集計し、いじめ対策委員会で共有した
ほか、全般的な内容について教員会議で報告し
た。

引き続き、年４回のアンケートを
実施し、その結果を教職員間で共
有する。

ー

11

「学校いじめ対策委員会」の構成員の一人として、スクール
カウンセラーを含み役割を明確にしているとともに、スクー
ルカウンセラーが得た情報を、教職員間で共有できるように
している

いじめ対策委員会の構成員にスクールカウンセ
ラーおよびスクールソーシャルワーカーを含んで
いる。カウンセラー等が得た個別情報は必要に応
じ相談室長を通じて関係教職員間での情報共有や
ケース会議等を実施している。

いじめ対策委員会構成員であるス
クールカウンセラーおよびスクー
ルソーシャルワーカーと連携し、
引き続き情報共有を行う。

ー

12
機構のいじめ防止等ガイドラインに基づき、学生に対し年1
回以上のいじめに関する研修を企画し、実施している。

いじめ防止プログラムに基づき、いじめ防止に関
わる各種講演会等の研修を実施した。１～３学年
生には、特活での第3回いじめアンケート実施に合
わせて、ビデオ視聴とアンケート回答による研修
を新たに実施した。また４学年以上に対しては、
ハラスメントに関するビデオ教材を各自でビデオ
視聴とアンケート回答を行う形式のいじめ防止研
修を新たに実施した。

引き続き、学生に対するいじめ防
止研修を実施する。

ー



13
どのような行為がいじめに該当するか、学生が理解を深める
取組みを実施している。

１～３学年には、どのような行為がいじめに該当
するかを扱ったビデオの視聴による研修を特活の
時間に実施した。また全学生を対象に実施してい
る年間の取組に関するアンケートの項目に、いじ
めの定義に関する質問を含めており、啓発に取り
組んでいる。

引き続き、年間の取組に関するア
ンケート項目に、いじめの定義等
について理解を深める設問を設け
るほか、いじめ防止研修等を通じ
て理解を深める取り組みを行う。

ー

14
 学生自らが、いじめ問題にが主体的に行動しようとする（学
生主体による防止プログラムの実施を含む）取り組みを推進
している。

いじめ防止週間の実施に当たり、学生会との連携
を図っており、同週間に表彰を行う「いじめ防止
標語コンテスト」は、昨年度以上に学生会が主体
となる取組となり選出された標語はポスター図案
を学生会が作成し、各教室への張り出しを行い、
電子掲示版で掲示した。募集、審査、表彰等にも
参画してもらい、より学生の主体的で意義のある
行動につなげられるように取り組んだ。

引き続き、いじめ防止標語コンテ
ストを学生会主体で実施するほ
か、学生会にいじめ防止週間のポ
スター制作をお願いするなど、学
生の主体的な取り組みを推進す
る。

ー

15

学校のいじめ防止の取組について、保護者の理解を得るとと
もに、連携・協力体制を築くため、書面やホームページ等
で、学校いじめ防止基本計画や取組状況等の内容を周知し
た。

いじめ防止等基本計画やいじめ防止プログラム等
の資料一式を本校のホームページに掲載してい
る。特に新入生の保護者には入学式当日に資料と
して配布するとともにPPTを使って学校の取組に
ついて説明している。

いじめ防止基本計画等の本校ホー
ムページへの掲載や、入学式での
新入生保護者への資料配布と説明
を継続するなど、引き続き保護者
の理解促進と協力体制構築に務め
る。

ー

16
いじめが認知された場合には、被害・加害の双方の保護者に
対して、「学校いじめ対策委員会」による解決に向けた対応
方針を伝えることを徹底している。

校長の方針として、いじめに限らず学生に関わる
事案については初期段階から保護者に伝えて連携
して取り組むことを徹底している。

引き続き、いじめを含む学生事案
に対して、初期段階から保護者に
連絡し、連携して取り組むことを
徹底する。

ー

17
外部の有識者等で構成される会議（運営協議会や外部評価委
員会等）で、学校いじめ防止等基本計画の内容を説明するな
どして、連携・協力体制を築いている。

本校の外部評価委員会である「評議員会」のR5年
度の会合は、新型コロナの影響で書類送付による
方式となった。そこで、本校のいじめ防止等基本
計画やいじめ防止プログラム等の一式、および本
校が独自に行ったいじめ防止の取り組みに関する
R5年度自己点検・評価結果を送付し、本校の取り
組みに対する理解を深めてもらうよう努めた。

引き続き、いじめ防止等基本計画
の内容等を本校評議員へ提示し、
連携・協力体制の構築に努める。

ー

18
いじめが犯罪行為に該当することが疑われる場合などは、直
ちに警察等と情報を共有するなど、連携して対応する体制が
できている。

「いじめが犯罪行為として取り扱われるべきもの
と認められるときには、所轄の警察署と連携して
対処する」旨を本校のいじめ防止基本計画、早期
発見・事案対処マニュアル、いじめ事案への対応
の流れに明記し、体制を整えている。

八戸警察署生活安全課少年係との
情報交換や相談を継続し、いじめ
事案についても連携して対応でき
る体制を維持する。

ー
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